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犀道発表資料

令和7年1月

国税庁

「令和5事務年度における租税条約等に基づく情報交換事績の概要」の公表について

近年、個人投資家の海外投資や企業の海外取引が増加するなど、年々経済社会の国

際化が進展しています。このような中、 OECDが策定・公表した共通報告基準 (CRS:

Common Reporting Standard)に基づく非居住者の金融口座情報の交換や税源浸食と

利益移転（BEPS:Base Erosion and Profit Shifting)プロジェクトの進展などにより、

富裕層や海外取引のある企業による海外への資産隠しのほか、各国の税制の違い等を

利用して税負担を軽減する等の国際的な脱税及び租税回避に対して、関心が大きく高

まっている状況にあります。

国税庁としては、国際的な動きも十分に視野に入れて適正・公平な課税を実現して

いくことが、国民からの信頼の確保につながるものと考えており、租税条約等に基づ

く外国税務当局との情報交換を通じて、国際的な脱税及び租税回避の把握や防止に取

り組んでおり、毎年、情報交換事績の概要を公表しております。

【問合せ先・連絡先】

長官官房 国際業務課

主 査北代(--]



（記者提供資料）

「令和5事務年度 租税条約等に基づく情報交換事績の概要」の補足説明（活用例等）

► 外国税務当局との間で租税条約等に基づく情報交換を積極的に実施することにより、情
報リソースの充実を図り、国際的な脱税及び租税回避に対応しています。

________________________________-----1 

：外国税務当局から提供される大量情報＿ 1 

l 日本居住者のCRS情報（約246万件）や法定調書清 l

l 報（約13万件）、 CbCR（約 2千件）など
l_____--------------------------------! 

情報収集・分析

・自動的情報交換
・自発的情報交換

税務調査
◄ ■ • • ■ ■ ■ ・: 

既に保有している情報
納税申告書、国外財産調書といった各種法定調書など

個別情報収集

・要謂に基づく
情報交換

課税上問題があると見込まれる納税者

l外国税務当局へ要請
l 国内の税務調査のみでは事実関係を十分に解明できない場合 I

lに、必要に応じて、情報の収集や提供を要請（約700件） I 
L__------------------______________________」

課税 ※件数は令和 5事務年度実績

※徴収の分野においても、受領しだ情報を活用し、外国税務当局へ徴収共助を要請 ー



＇受領した CRS情報及び要請に基づく情報交換の活用例 7
【大阪国税局／個人】

受領したCRS情報から、法人役員AがX国にある銀行口座に多額の預金を保有しながら国外財産調書を提出せず、確定申
告にも当該預金に関する利子等の所得を反映していない事実を把握したため、調査に着手した。
法人役員Aは、調査においても国外に預金を保有する事実を認めなかったことから、事実確認のためにX国の税務当局に
対して当該預金口座の運用状況等に関する情報提供の要請を行い、関連する情報を入手した。
受領した情報を基に調査対象者を追及したところ、実際には当該口座の運用によって多額の利益が発生していたものの、
この所得について確定申告を行っていなかったことを認めた。さらに、預金の一部について親族に贈与していた事実が確認
されたため、当該親族に贈与税を課した。

③調査時

海外口座を保有する
事実はありません。

塁撃日］一〒＼＝＝＝＝□竺こ「三攣已
戸□調印課i：資所ィ言i`: A名義口座 管疇用□□＼

［、、9'9-るよー一廿＿―-一ーー：ー＇：：ーニ I~逼編\ ....._ 

ヘ竺•”二腎~ ~------
④情報提供要請 ！ 

関連情報の提供i

□ ` l 
‘‘―̀̀-----------------------------------------------← 

| x国の税務当局 I ) 
9., -------------------------------------------------------------9 
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I要請に基づく情報交換の活用例］
【福岡国税局／個人】

確定申告において暗号資産取引に係る雑所得を申告していた個人投資家Bの調査に着手したものの、投
資家Bは暗号資産取引に係るデータを保存していたUSBメモリを紛失したため、取引データの復元ができな
いと主張し、申告金額の基となった暗号資産取引内容等の確認ができなかった。
取引内容等の解明のため、 Y国の税務当局に対しで情報提供要請を行ったところ、取引内容に関する資
料を受領できたため、当該資料を基に多額の申告漏れの事実を把握した。

②調査時
暗号資産取引に関するデータを記録
したUSBメモリを紛失したため、取
引内容を証明するものがありません。

攣ど、巴阿「報提供を要請しよう！ の暗号資産取引に係る i ・
資所得に課税 i | い口つ哀ヽ＝ I • 

V 

•—‘-----i------------------------------—`‘‘ 
: - ! • - ‘‘¥ 

務当局から受領
I内容に関する情報
資産取引に係る
把握

③情報提供要請 ： 
l ’  

関連情報の提供i

l 

ヘ

＼、 口 i ← | Y国の税務当局 I ノ
```-----------------------------------------------------------------—+-------------------------------------------9’ 
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I受領したCRS情報及び要請に基づく情報交換の活用例］
【福岡国税局／個人】

受領したCRS情報から、法人役員CがZ国の金融機関に保有する口座に係る投資から得た所得について、確定申告に反映

していない事実を把握したため、調査に着手した。
法人役員Cは、 Z国に財産を保有する事実を頑なに認めなかったことから、事実確認のためにZ国の税務当局に対して当該
金融機関口座の運用状況等に関する情報提供の要請を行った結果、法人役員Cが親族から相続した財産を信託財産として運
用していた事実及びその運用益を更に他国の金融機関において運用していた事実が判明した。
情報交換によって判明した事実を基に法人役員Cを追及したところ、多額の申告漏れを認めた。

③調査時
z国に所得が発生するよ
うな資産はありません。

霜芯盆霜]]-====コ ←― ＇悶デニニ
巴握したが、 イ又貝 i -~ご ミら｀ ・ の金融機関で再運用して

告孟計忠‘了・ 介~ 介 i 芦 ーープ—いる事実も把握
⑥申告漏れの
投資所得に課税

— -" - ~ • V I運用益を他国へ再投資！

，，ヽ-------Q---------―廿―---lJ------------------i
゜ 芦悶認塁）：三 ・＾^― l 

｀：こ：j直出Vll：ここニー ：一夷~ . I 
要請しよう！ 一 ——— □ l | z国の税務当局 l 

`--——----------------------------------------------------------~---~----------------) 4
 



I受領したCRS情報の活用例（徴収共助） ： 
【広島国税局／徴収】

法人役員Dは、役員報酬等に係る所得税の確定申告を行ったが納付が滞り、滞納国税が発生した。日本
国内の財産について滞納処分を行ったものの、滞納額の全額納付には至らなかった。
CRS情報により、法人役員DがW国に銀行口座を保有していることが判明したため、 W国税務当局に対
して、租税条約に基づき徴収共助の要請を行った。その結果、 W国の税務当局からD名義のW国銀行口座

から差し押さえた預金額から送金を受け、滞納国税に充当することができた。

徴収共助：執行管轄権という制約がある中で、各国の税務当局が、相互主義の下、条約相手国の租税債権を徴収する枠組み

□三］ ～ w国に銀行口座を保有
・北瓜'
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